
１　総括 (平成21年度普通会計決算）

 (1) 人件費の状況

（２）職員給与費の状況

　　

　　　　（注）１　職員手当には退職手当を含まない。
 　　　　     ２　職員数は、平成２１年４月１日現在で公営企業等会計を含まない人数。

（３）特記事項

平成21年4月1日から地域手当を廃止しました。

２　職員の平均給与月額、初任給等の状況
 (1) 職員の平均年齢、平均給料月額及び平均給与月額の状況

　　①一般行政職（５００人）

歳 円 円

歳 円 円

　　②技能労務職（８２人）

円 円

円 円

円 円

円 円

円 円

　　③教育職（１３人）

歳 円 円

（注）１　「平均給料月額」とは、平成２２年４月１日現在における各職種ごとの職員の基本給の平均である。
      ２　「平均給与月額」とは、給料月額と毎月支払われる扶養手当、地域手当、住居手当、時間　　　　　 
　　　　外勤務手当などのすべての諸手当の額を合計したものであり、地方公務員給与実態調査にお
　　　　いて明らかにされているものである。　

354,637

342,481

392,288

310,825

335,670

49.8

45.9 331,908

平均給料月額 平均給与月額

322,178

平均年齢

343,909

325,365

香取市

う ち 用 務 員

う ち 清 掃 職 員

49.8

平均給料月額 平均給与月額

355,548

区　　分

353,945 393,093

区　　分 平 均 年 齢

千葉県

44.7香取市

44.1

公務員

区　　分

香取市

平 均 年 齢

う ち 学 校 給 食 員

千葉県

49.1

55.2

50.3

385,634

334,120

393,417

平均給与月額平均給料月額

人 　　　　　千円

1,125,854312,713

千円 千円

3,067,012 6,138

千円

447,463

平成20年度の人件費率

　　　　　　　　％

25.3

　　計　　Ｂ

4,505,579

千円

（参考）

給　　　　　　　　　与　　　　　　　　　費

給　 料

29,300,790 1,514,137

人 件 費

6,521,750

給与費 B/A

　　　　　千円

Ｂ／Ａ

歳 出 額

　　　　　　Ａ

住民基本台帳人口

　　　　　（21年度末）

香取市の給与・定員管理等について

人 件 費 率

　　　　　　Ｂ

職員数

　　　　　　Ａ

実 質 収 支

734

職員手当 期末・勤勉手当

　　　　　　　千円人　

一人当たり

　　　　　千円

85,069

　　　　　　％

22.3
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（2) 職員の初任給の状況（平成２２年４月１日現在）

円 円 円

円 円 円

円 － 円

円 － 円

円 － 円

円 － 円

（3) 職員の経験年数別・学歴別平均給料月額の状況（平成２２年４月１日現在）

円 円 円

円 円 円

円 円 円

円 円 円

円 円 円

円 円 円

                       ―                        ―

299,266

295,500

177,200

中　学　卒

133,100

199,700

―

345,589

294,813

364,100

                       ―

289,547

経験年数15年～２０年

140,100

―

―

経験年数１０年～15年

短　大　卒

区　　　　分

技能労務職

大　学　卒

高　校　卒

大　学　卒

高　校　卒

技能労務職 高　校　卒 257,000

248,060

306,600

                       ―高　校　卒

262,955

一般行政職 大　学　卒

経験年数２０年～２５年

373,339

337,552

364,100

                       ―

178,800

国千　葉　県

178,800

香　取　市

Ⅰ種181,200Ⅱ種172,200

区　　　　　分

教　育　職

中　学　卒

一般行政職 大　学　卒

高　校　卒

教育職

140,100144,500

144,500 ―

―

―

―

144,500
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３　一般行政職の級別職員数等の状況
（1) 一般行政職の級別職員数の状況（平成２２年４月１日現在）

（注）１　香取市の給与条例に基づく給料表の級区分による職員数である。

      ２　標準的な職務内容とは、それぞれの級に該当する代表的な職務である。

  

　　　　　　　　人
6　　級 主幹の職務又はこれらと同程度の職務

　　　　　　　　％

11.8

　　　　　　　　％

13.8

　　　　　　　　％

35.8

69
副主幹の職務又はこれらと同程度の職務

　　　　　　　　人

59

　　　　　　　　人定型的な業務を行う主事・技師の職務
又はこれらと同程度の職務

4　　級

3　　級

主査の職務又はこれらと同程度の職務

主任主事・主任技師の職務又はこれらと
同程度の職務

高度な知識又は経験を必要とする業務
を行う主事・技師の職務又はこれらと同
程度の職務

1　　級

2　　級

93

　　　　　　　　％

18.6

8

職員数

5　　級
　　　　　　　　人

区　　分

179

31

　　　　　　　　人

　　　　　　　　人

標準的な職務内容

　　　　　　　　％

1.6

構成比

　　　　　　　　％

6.2

　　　　　　　　人

　　　　　　　　人
7　　級

8　　級

　　　　　　　　％

50 10.0

区事務所長・課長・副参事又は職務の複
雑困難及び責任の度がこれらと同程度の
職務

部長・参事・会計管理者又は職務の複雑
困難及び責任の度がこれらと同程度の職
務

　　　　　　　　％

11 2.2

７級, 10.1%

１級
1.6%

１級
1.2%

２級
6.2%

２級
7.0%

３級
18.6%

３級
21.2%

４級
35.8%

４級
32.0%

５級
13.8%

５級
14.8%

６級
11.8%

６級
11.8%

７級
10.0%

８級
2.2%

８級
1.9%
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４　職員の手当の状況

（1) 期末手当・勤勉手当

（21年度支給割合） （21年度支給割合）

期末手当　　　　　　　　勤勉手当 期末手当 　　　　　　　勤勉手当

 月分  月分  月分  月分

（ ）月分 ( ）月分 （ ）月分 ( ）月分

（加算措置の状況） （加算措置の状況）

職制上の段階、職務の級等による加算措置 有 職制上の段階、職務の級等による加算措置 有

（注）　(  )内は、再任用職員に係る支給割合である。

（2) 退職手当（平成２２年４月１日現在）

（支給率）　　　　　　　　　自己都合 勧奨・定年 （支給率）　　　　　　　自己都合 勧奨・定年

勤続２０年 月分 月分 勤続２０年 月分 月分

勤続２５年 月分 月分 勤続２５年 月分 月分

勤続３５年 月分 月分 勤続３５年 月分 月分

最高限度額 月分 月分 最高限度額 月分 月分

その他の加算措置　なし その他の加算措置　なし

（退職時特別昇給　なし）

１人当たり平均支給額　　　 千円 千円

（注）退職手当の１人当たり平均支給額は、平成21年度に退職した職員に支給された平均額である。

国

47.50

33.50

47.50

41.34

59.28

0.7

1.4

23.50

33.50

30.55

41.34

59.28

59.28

香　　　　取　　　　市

23.50

59.28

59.28 59.28

1.5

香　　　　取　　　　市

0.71.5

30.55

10,384 24,768

2.75 1.4 2.75

千　　　　葉　　　　　県
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 (3) 特殊勤務手当（平成２２年４月１日現在）

千円

　円

　％

 (4) 時間外勤務手当

千円

千円

千円

千円

支 給 実 績 （ 平 成 20 年 度 決 算 ） 97,451

手当の種類（手当数）

手当の名称

危険手当

滞納処分手当

行旅死亡人の接触処理作業

福祉業務手当

税務事務に従事する職員

行旅死、病人の処理に従事する職員

1,130

　１件　　　２００円

管渠清掃および汚泥し渣など
の処理作業

下水道業務手当

行旅死病人取扱手当

福祉業務に従事する職員

行旅病人の接触処理作業

市税に関する滞納処分

老人ホーム入居者の死亡人の処置

　１件　　５,０００円

　１件　　１０００円

　１件　　３,０００円

火葬業務手当

人体に有害な薬剤の取り扱
い作業、災害時における現地
での応急措置作業

日額　　　４００円

感染症の患者の収容および
患家消毒作業

精神障害者などに対する面
接相談、訪問指導業務

日額　　　４００円

身体生命に危険を及ぼす作業に従事する職
員

保険衛生業務手当

下水道業務に従事する職員

支 給 実 績 （ 平 成 21 年 度 決 算 ）

不法投棄対応業務手当
産業廃棄物不法投棄に関わる業務に従事
する職員

不快な業務に従事する職員

保険衛生業務に従事する職員

職員全体に占める手当支給職員の割合（21年度）

支給職員１人当たり平均支給年額（21年度決算）

保険衛生業務に従事する職員

不快な業務に従事する職員

犬または猫などの死体処理
作業

日額　　　２００円

日額　　　５００円
産業廃棄物不法投棄者の調
査、指導業務

1件　　　　２５０円

１件 　　　５００円

自宅療養中の感染症の患者
などに対して行う家庭訪問に
よる保健指導、介護または調
査

火葬作業に従事したとき

ごみの収集処理作業 日額　　　２５０円

１件　 　　２００円

日額　　　３００円

日額　　　２００円

主な支給対象業務 左記職員に対する支給単価

8

支給実績（21年度決算）

5.3

主な支給対象職員

910

133

福祉業務に従事する職員

保険衛生業務に従事する職員

生活保護調査または福祉５法
担当現業員の実態調査

火葬場に勤務する職員

107,367

職 員 １ 人 当 た り 平 均 支 給 年 額 （ 平 成 21 年 度 決 算 ）

職 員 １ 人 当 た り 平 均 支 給 年 額 （ 平 成 20 年 度 決 算 ） 119
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（5) その他の手当（平成２２年４月１日現在）

５　特別職の報酬等の状況（平成２２年４月１日現在）

円

円

円

円

円

円

　　 （算定方式） （１期の手当額） （支給時期）

　８０万円×在職月数×０・３５ 任期毎

　６８万円×在職月数×０・２５ 任期毎

　６４万円×在職月数×０・２０ 任期毎

　　　２　退職手当の「１期の手当額」は、４月１日現在の給料月額及び支給率に基づき、１期（４年＝４８月）                        
 　　　勤めた場合における退職手当の見込額である。     
                                  

特定期間加算
（18歳～22歳）

350,000

　４．１月分　（２２年度支給割合）

　４．１月分　（２２年度支給割合）

支給職員１人当たり

扶養手当

区 分

390,000

370,000

800,000

680,000

13,000円

6,500円

配偶者

640,000

管理職手当
8級・7級（部長・
課長等）職員

議 長

給 料 月 額 等

議 員

給

料

報

酬

教 育 長

副 議 長

議長・副議長・
議 員

市長・副市長・
教 育 長

期
末
手
当

退
職
手
当

市 長

副 市 長

教 育 長

異なる内容手　当　名
国の制度と 支給実績国の制度

副 市 長

　同じ

　同じ

市 長

住居手当

通勤手当

（21年度決算）
平均支給年額

35,415千円

 53,504千円

（21年度決算）

 86,465千円 107千円

44千円

66千円

32,219千円

55,000円超

片道2㎞以上交
通機関

23,000円超
55,000円以下

片道2㎞以上自
動車等

との異同内容及び支給単価

11,000円

4,300円

借
家

（
家
賃

）

持　ち　家

23,000円以下

5,000円

  1  人
（配偶者非扶養）

  1  人
（配偶者なし）

その他

6,500円

40千円

家賃－12,000円

（家賃－2３,000円）
×１/2＋1,00

27,000円

1,３４４　万円

８１６　万円

６１４　万円

(注） １　給料及び報酬の（　）内は、減額措置を行う前の金額である
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６　職員数の状況

（1)部門別職員数の状況
（各年４月１日現在）

（注）１　職員数は一般職に属する職員数である。
　　　２　[     ]内は、条例定数の合計である。

事務の統廃合縮小

対前年
増減数

6

168

52

49

▲ 5

6

平成２２年

44

平成２１年

▲ 5

48

15

▲ 1

事務の統廃合縮小

808 ▲ 35

▲ 3

104

15

▲ 16549565

18

62

155

44

63

3

　　　　　　　　区　　分

　部　　門

小　計

合　　計

公
営
企
業

等
会
計
部

門

事務の統廃合縮小

▲ 1 事務の統廃合縮小

▲ 9

▲ 3

事務の統廃合縮小▲ 9

普
通
会
計
部
門

下水道

その他

農林水産

計

議　会

一
般
行
政
部
門

労　働

総　務

教育部門

水　道

衛　生

税　務

商　工

土　木

民　生

小　計

▲ 10

171

▲ 4

53

160

主 な 増 減 理 由
職 員 数

[       941          ］ [           ］[       941          ］

事務の統廃合縮小

観光・商工業務増

事務の統廃合縮小

事務の統廃合縮小

155

52 ▲ 759

15

37

155

-

40

-

843

164

164

114

事務の統廃合縮小

消防部門
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（2)年齢別職員構成の状況（平成２２年４月１日現在）

　

(3)定員管理の数値目標及び進捗状況

①平成１７年４月１日～平成２２年４月１日における定員管理の数値目標

人 人 人 ％

②定員管理の数値目標の年次別進捗状況（実績）の概要

（各年４月１日現在）

（注）
      １　（　％）内の数値は、数値目標に対する進捗率を示す。
　　　２　増減は、各年の欄にあっては対前年比の職員増減数を、計の欄にあっては計画1年目以   
  　　　降現年までの職員増減数の累計を示す。                                              

平成18～平成22

計

―

-86　（179.2％）

-35

―

104

-10

808

-16

155

-9

―

人人人

計

56歳 60歳52歳

807116 143 089

～ ～
40歳

119

～

20歳 20歳 48歳44歳

～ ～ ～ ～

人

55歳47歳 51歳

人

59歳 以上

平成１８年 平成１９年

-3

623 590 ５８７

-33

計画始期 １年目 ２年目

-9

124

―

―

―

平成20年

114

5 -1

1

115

-13

―

――

176

-1 -3

179180

増減

増減

職員数 946

131

計

増減

増減

職員数

等 会 計

消　防

増減

職員数

公 営 企 業 職員数

-25

921

119

890

-12

―

-31

―

平成１７年

-22

教　育

職員数

163 164

-12

一般行政 635

職員数

平成17年4月1日

人 人

11 4327

人

職員数

平成22年4月1日

職員数
830

31歳

人

未満 27歳

人 人

946 876 ▲７０ ▲ 7.4

区　分

23歳 35歳

104

43歳

人 人

39歳

72

-25 -22

865 843

～～

32歳28歳 36歳

～

24歳

合併前

　　　　　　　　　区　　分

部　　門

純減率純減数

565

平成22年

４年目

549

平成21年

３年目

―

　　　-25　（227.3％）

―

　　　　（　　％）

―

　　　-27（245.5％）

―

　　　-138（197.1％）

0

2

4

6

8

10

12

14

16

18

20

構成比

１年前の構成
比

%
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